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研究成果の概要（和文）：政府財政の逼迫によって、各国は高等教育への公財政支出を減少させ

る傾向がある。本研究ではそれに対してパブリックセクターの高等教育機関が設定する授業料

はどのような水準になるのかを検討した。アメリカの州立大学は、質の保証を重視し授業料を

上昇させる。日本の国立大学は、機会均等達成のため授業料を値上げしないという点が明らか

にされた。 
 
研究成果の概要（英文）：Governments in developed countries recently tend to cut public 
expenditure on higher education mainly due to their budget deficiencies. This research 
found that State universities in US had raised tuition to keep their quality of education 
while national universities in Japan had decided not to raise the tuition level to provide 
higher education opportunities for less affluent students. 
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2008 年度 8,200,000 2,460,000 10,660,000 

2009 年度 8,400,000 2,520,000 10,920,000 

2010 年度 9,900,000 2,970,000 12,870,000 

総 計 34,600,000 10,380,000 44,980,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 
キーワード：教育経済学、高等教育財政、高等教育政策、国立大学、授業料 
 
１．研究開始当初の背景 研究を着想した
2006 年は、国立大学法人化が始まり、各大
学が授業料を独自に設定できるようになっ
た。他方運営費交付金の毎年の減額が始まっ
ていた。そこで国立大学の授業料がどう変化
するのか世間の関心が集まった。 
 
２．研究の目的 ①国立大学授業料の時系列
的分析 ②国の授業料政策の分析 ③アメ
リカ州立大学の授業料の動向 ④ヨーロッ
パの大学授業料の動向 ⑤国立大学授業料
の今後の動向 

 
３．研究の方法 ①国立大学授業料のデータ
分析 ②授業料政策についてのインタビュ
ー調査 ③アメリカ州立大学の授業料につ
いての訪問調査 ④ヨーロッパの大学の授
業料についての訪問調査 ⑤国立大学授業
料についてのアンケート調査 
 
４．研究成果 ①日本の国立大学の授業料は、
低価格政策から私学との格差縮小策によっ
て、1980 年代から上昇し始めた ②アメリカ
の州立大学は質保証によって授業料を値上



げしてきた ③日本の多くの国立大学は機
会均等のため授業料値上げに反対である。 
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